
はじめに

介護保険制度が始まってから20年が経ちました。介護保険の登場は、
日本の介護を大きく変えるきっかけとなりました。これまで介護は家族
の役割とされてきましたが、外部サービスに依頼できることで、家族の
介護負担が大きく減りました。そして介護ビジネスという新しい市場が
生まれて「介護」が「職業」となり、多くの雇用を生み出しました。介
護保険が社会を変えたのです。
介護保険はこれから20年間、今以上に必要性が増していきます。

2025年には、団塊世代の高齢者が75歳以上の後期高齢者となり、さら
なる介護ニーズが生まれます。同時に認知症高齢者が増加して、様々な
社会問題が生まれてくることが予想されています。そして、多くの方が
天寿を全うして亡くなる時代に入ります。
今年は介護保険法改正の年でした。国は今回の改正に、新型コロナ感
染拡大防止や、データを利用した科学的介護の推進、テクノロジーを利
用した生産性の向上などをはじめとした多くの施策を盛り込みました。
本書ではこうした介護保険改正の最新情報から介護保険制度の基本、介
護保険以外の介護ビジネス、そして今後の可能性まで多くのことに触れ
ています。
人は誰でも必ず年を取り、老います。誰もが自分の人生を全うするま
で健康で過ごしたいと願っていますが、介護が必要になる場合もありま
す。また、自分だけはならないと思っていても認知症になる可能性もあ
ります。介護は長寿を実現した人類が初めて体験する世界的課題でもあ
るのです。介護は制度だけが個人のすべてのニーズを満たしてくれるわ
けではありません。その一方で、個々人の多様なニーズは大きなビジネ
スチャンスも秘めています。本書を読んでいただいて、高齢化先進国で
ある日本発の世界的ビジネスが生まれたなら、著者としてこれ以上の喜
びはありません。
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日本は世界に類を見ない速さで少子高齢化が進んでいます。介
護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支え合うしくみとして
2000年（平成12年）に施行されました。介護保険制度は、国や
市町村の財政状況や事業者の収支状況、利用者のサービス状況な
どを社会に即した内容とするために、おおむね3年ごとに検討と
見直しが行われています。ちなみに医療保険制度では2年ごとに
検討と見直しが行われています。

20年を経た介護保険制度の大きな課題は、要介護者の増加と
費用の増加に伴う「財源不足」、介護を担う「人材不足」です。

2021年の介護保険法の改正は、社会福祉法・老人福祉法など
複数の法律をまとめて改正した一括法である「地域共生社会の実
現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」です。
法律名にある「地域共生社会の実現」が必要とされる背景には、
高齢者の増加、単身世帯の増加、社会的孤立などの課題が絡み合
って「複雑化」していることと、個人や世帯が複数にわたる課題
を同時に抱えて「複合化」していることがあります。
例えば、「ダブルケア問題」や「ヤングケアラー問題」、「8050
問題」などでは、介護保険制度のみでは解決が困難です。そのた
め2021年の法改正では、市町村が高齢、障害、子ども、生活困
窮制度ごとの縦割りを超えて包括的に住民ニーズに関わる相談支
援のしくみ（重層的支援体制整備事業）が設けられました。

3年ごとに検討と見直しが行われる制度

介護保険制度改正と地域共生社会

地域共生社会
子ども・高齢者・障
がい者など全ての
人々が地域、暮らし、
生きがいを共に創り、
高め合うことができ
る社会。

ダブルケア
子育てと介護が同時
期に発生する状態。

ヤングケアラー
本来大人が担うと想
定されている家事や
家族の世話などを日
常的に行っている子
ども。

8050問題
「50」代の子どもが引
きこもり、「80」代の
親が子どもの生活を
支えるという問題。

重層的支援体制整備
事業
市町村による任意事
業。事業実施の際に
は、国が財政支援を
行う。

介護保険制度

介護保険制度の改正と
地域共生社会
介護保険制度は介護が必要になった高齢者を社会全体で支えるしくみとして
2000年４月に始まりました。社会状況の変化に合わせてより良い制度にし
ていくために、３年ごとに見直されることになっています。

Chapter1
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介護保険制度の主な改正の経緯

複雑化・複合化する支援ニーズと重層的相談支援の必要性

育児と介護の
ダブルケア

問題

小中学生が介護する
ヤングケアラー

問題

引きこもりと
8050問題

年度 改正の内容

第1期
平成12年度～ 介護保険法施行

第2期
平成15年度～ ● 第１号保険料の見直し等

第3期
平成18年度～

● 介護予防の重視、地域包括支援センターの創設
● 小規模多機能型居宅介護等の地域密着型サービスの創設 

第4期
平成21年度～ ● 介護サービス事業者の法令遵守等の業務管理体制整備 

第5期
平成24年度～

● 地域包括ケアの推進
● 介護職員によるたんの吸引等

第6期
平成27年度～

● 予防給付 （訪問介護 ・ 通所介護 ）を市町村が取り組む 地域支援事業に移行
● 特別養護老人ホームの入所者を中重度者に重点化

第7期
平成30年度～

● 介護医療院の創設
● 利用者負担割合の見直し

第8期
令和３年度～

● 市町村の包括的な支援体制の構築の支援
● 医療 ・ 介護のデータ基盤の整備の推進
● 感染症や災害への対応力強化
● 地域包括ケアシステムの推進
● 自立支援・重度化防止の取組の推進
● 介護人材の確保・介護現場の革新
● 制度の安定性・持続可能性の確保

重層的
相談支援

属性や
世代を

問わない
相談へ

現行のしくみ

高齢分野の相談

障害分野の相談

子ども分野の相談

生活困窮分野の相談

出典：厚生労働省「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の概要」をもとに作成

出典：厚生労働省「介護保険制度の概要」（令和3年5月）をもとに作成

（例）
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介護サービス事業者の収益は、主に介護サービスを提供した介
護料収入となります。厚生労働省では3年に1度、事業者の経営
実態を調査しており、その結果は次期介護報酬の検討材料とされ
ます。2020年の介護事業経営実態調査によると、1事業所あた
りの1か月の収益は、居宅サービスで訪問介護258万円、通所介
護516万円、特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）1,020

万円、福祉用具貸与493万円となっています。地域密着型サービ
スでは、認知症対応型共同生活介護で442万円となっています。
支出では、収入に対する給与費の割合（人件費）が一番大きく、
最高が居宅介護支援の83.6％、最低が福祉用具貸与の33.9％と
なっています。収益から費用を引いた利益率（収支差率）では、
最高が定期巡回・随時対応型訪問介護看護の6.6％、最低が地域
密着型特定施設の1.0％となっています。

2040年の高齢者数の推計は3,920万人となりピークを迎える
と予想されています。今後の介護保険ビジネスは、要介護者の増
加に伴い、主に都市部においては介護市場も拡大が見込まれます。
同時に働き手は減少し続けているため、介護人材不足がさらに拡
大します。そのため、財源の問題から介護における給付対象が絞
られる可能性があります。事業者は介護ニーズがあるにも関わら
ず、人材がいないためサービスが提供できない可能性もあります。
今後、介護サービス事業者にとって、「介護人材の確保」は経営
に関わる最重要課題になるでしょう。

介護保険ビジネスの収入と支出と利益率

介護事業経営実態調
査　
介護事業所の経営状
況を把握し、次期介
護保険制度の改正及
び介護報酬の改定に
必要な調査。

認知症対応型共同生
活介護
認知症の人が家庭的
な雰囲気の中で、介
護を受けながら生活
する施設。グループ
ホーム（P.112参照）。

福祉用具貸与
車いすやベッドなど
介護に必要な用具を
介護保険で貸与する
サービス（P.78参照）。

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護
訪問介護と訪問看護
の両方を提供し、定
期的に利用者宅を巡
回し、必要なときに
は随時対応を行うサ
ービス。24時間365
日対応する（P.102参
照）。

介護保険ビジネスの将来性

介護ビジネスとは②

介護保険ビジネスの収入と将来性
2040年に65歳以上の高齢者数はピークを迎え、高齢者数約3,920万人、高齢
化率は35.3％になると予測されています。高齢者の増加とともに介護需要も
拡大しますが財源不足と人材不足をどう乗り切るかがこれからの課題です。
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介護サービスの収入と人件費率・利益率（主なもの）

介護ビジネスの将来性

介護料
収入

（１月当たり）

延べ利用者
１人当たり収入
 （１日当たり）

延べ利用者
１人当たり支出 
（１日当たり）

収入に
対する給与
費の割合

収支差率
※（　）内は

税引後

訪問介護 258万6千円 3,625円
※1

3,529円
※1 77.6％

2.6％

（2.3％）

訪問看護
（介護予防を含む） 268万8千円 8,056円

※1
7,700円

※1 78.0％
4.4％

（4.2％）

通所介護 516万1千円 9,462円 9,157円 63.8％
3.2％

（2.9％）

特定施設入居者
生活介護

（介護予防を含む）
1,020万5千円 13,439円 13,039円 44.9％

3.0％

（1.9％）

福祉用具貸与
（介護予防を含む） 493万6千円 13,629円

※2
12,988円

※2 33.9％
4.7％

（3.5％）

認知症対応型
共同生活介護

（介護予防を含む）
442万7千円 13,395円 12,977円 64.2％

3.1％

（2.7％）

※1.訪問1回当たり
※2.実利用者1人当たり（１か月）
出典：厚生労働省「令和２年度介護事業経営実態調査結果（令和元年度決算）」をもとに作成

高齢者人口の
増加

プラス要因

介護需要の
増加

マイナス要因

介護の担い手の
不足

保険財政の
悪化

介護保険制度

少子化２
０
４
０
年
代
ま
で

市
場
拡
大

２
０
４
０
年
代

以
降
の
将
来
性

海外の国々の高齢化

新たなテクノロジーの開発
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介護の専門職である介護福祉士は、国家資格です。介護福祉士
の役割は、高齢者・障がい者の身の回りの世話をする介護から、
利用者の生き方や生活全体に関わることで利用者の暮らしを支え、
自立に向けた支援を利用者や家族と共に実践することです。さら
に、在宅介護の場合は介護方法や生活動作に関する説明、介護に
関する様々な相談にも対応しています。
介護福祉士は国家資格ですが、医師や弁護士のように「業務独
占」の資格ではなく、「名称独占」の資格です。介護福祉士には
上位資格である「認定介護福祉士」もあります。
介護福祉士以外で介護に関わる主な資格としては、一定の研修
受講で修了資格を得られる「実務者研修」、「介護職員初任者研修」
などがあります。

相談援助に関わる資格としては、ケアマネジャー（介護支援専
門員）や国家資格である社会福祉士、精神保健福祉士などがあり
ます。また、医療系の職種では、医師・看護職員をはじめとして
リハビリの専門職である「理学療法士」、「作業療法士」、「言語聴
覚士」がいます。さらに、介護保険施設などでは医師、薬剤師、
管理栄養士をはじめ様々な職種が配置されています。
介護サービスに関わる職員の配置はサービスの種類ごと、定員
規模によってその配置する職種や人数が介護保険法令によって定
められています。

介護の仕事は様々な資格者がいる

業務独占　
国家資格で、その資
格を有する者でなけ
れば携わることを禁
じられている業務を
独占的に行うことが
できる資格。医師、
弁護士など。

名称独占　
有資格者以外に名称
を名乗ることを認め
られていない資格。
社会福祉士、介護福
祉士、保育士、栄養
士など。

認定介護福祉士
現在の介護職の資格
のなかで最上位の資
格。専門的な介護技
術を実践することは
もちろん、現場のリ
ーダークラスへの指
導や管理、地域住民
やボランティアなど
地域の介護力向上の
ための実践も行う。

相談援助に関わる資格と医療系職種

介護現場のスタッフ

介護現場で働くための資格と職種
介護に関わるスタッフは、介護福祉士という国家資格保持者以外にも様々な
職種があります。介護サービスは保健・医療・福祉・介護に関わる多職種が
協働して働いています。
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現場関連

リハビリ関連

相談援助関連

事務／管理職関連

介護資格とキャリアパス

介護現場で働く職種の例

介護職員初任者研修

実務者研修

介護福祉士

認定介護福祉士 介護福祉士 5年以上
+

研修 600H

国家資格

研修450H

研修130H

介護職員

看護職員

管理栄養士など

理学療法士（PT）

作業療法士（OT）

言語聴覚士（ST）

介護支援専門員
（ケアマネジャー）

生活相談員

施設長

管理職／リーダー

事務職員など

リハビリ関連リハビリ関連リハビリ関連

支援相談員
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訪問リハビリテーションとは、医師の指示のもとにリハビリ専
門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）が通院困難な利用
者の居宅を訪問し、心身の維持回復を目指して維持期リハビリテ
ーションを実施するサービスです。維持期リハビリテーションは、
病院に入院している間に行われた治療的リハビリテーションによ
り得られた機能をできるだけ長く維持し、障害の悪化、機能の低
下を防ぐためのものです。
具体的な訓練内容は、関節や筋肉を動かすこと、姿勢の保持、
座る、立つ、歩く訓練から始まり、入浴や排泄動作などの訓練、
言語聴覚士が行う言語機能（話す）や嚥下（食べ物の飲み込み）
機能訓練も行います。さらに利用者の生活動作を評価し、手すり
をつけたり、段差をなくしたりなど住宅改修の相談や福祉用具に
ついてのアドバイスも行います。

訪問リハビリテーションを行う事業者は、病院、診療所、介護
老人保健施設、介護医療院のみが指定を受けることができます。
病院と診療所は「みなし指定」（P.64参照）となりますので都道
府県知事に指定申請は不要です。また、病院・診療所からの訪問
リハビリテーションは訪問看護ステーションと同様に医療保険適
用と介護保険適用がありますが、介護老人保健施設が提供する訪
問リハビリテーションは介護保険適用のみとなります。
なお、要支援者に提供される介護予防訪問リハビリテーション
は、介護予防を目的に提供される予防的リハビリテーションとな
ります。

訪問リハビリテーションとは

維持期リハビリテー
ション
急性期→回復期を経
て症状ならびに障害
の状態が安定した後、
在宅で生活している
時期に行うリハビリ
テーション。

訪問リハビリテーションを提供する事業者

予防的リハビリテー
ション
身体を動かさない状
態が続くと、手足の
筋肉が衰える、関節
が硬くなる、体力が
落ちるなど機能の低
下が起こる。こうし
たことを予防するリ
ハビリテーション。

自宅でリハビリを行う

リハビリ専門職が自宅で訓練する
「訪問リハビリテーション」
高齢で病気になると、障害を抱えたり、日常生活が難しくなったりすること
があります。「訪問リハビリテーション」は、理学療法士や言語聴覚士など
の専門職が居宅を訪ね、自立して生活できるようリハビリを行います。
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訪問リハビリテーションのしくみ 理学療法士
● 歩行訓練
● 筋力・持久力の

向上
● 乗車訓練
● 住宅改修のアド

バイス　など

作業療法士
● 日常生活動作の

訓練
　排泄動作、更衣

動作、入浴動作、
食事動作、寝返
り、起き上がり

 など

言語聴覚士
● 飲み込み改善
● 補聴器の相談
● 発話訓練　など

訪問リハビリテーション事業者の指定

人員基準（主なもの） 介護報酬（主なもの）

人
員
基
準

資格要件等 人員

医師 １名

理学療法士
作業療法士
言語聴覚士

適当数

事業者 指定申請

病院 不要（みなし指定）

診療所 不要（みなし指定）

介護老人保健施設 必要

介護医療院 必要

要介護１～５の利用者 事業所収入
（１回につき）

病院または診療所
介護老人保健施設

介護医療院
3,070円

・自宅
・住宅型有料老人
　ホーム
・サービス付高齢者
　住宅などの居室

居宅

訪問

１単位＝10円で計算
出典：	厚生労働省「令和３年厚生労働省告示第73号」

病院・診療所
介護老人保健施設
介護医療院

要介護者

要支援者理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

訪問リハビリテーションの
実施時間は、1回20分程度、

週6回が上限です
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「住宅改修」は要介護者が自宅で自立して生活できるように、
住宅を改修した場合に20万円までの工事費用を給付する介護保
険サービスです。要支援・要介護状態になったとしても車いすが
使えるスペースや歩行を補助する手すりなどがあれば自宅での生
活が可能になり、大きな支援になります。介護保険で住宅改修の
対象となる工事は決められています。
「居宅介護住宅改修費」は、利用者がいったん改修費用の全額
を支払い、その後に申請をして支給（７割～9割）を受けるとい
う「償還払い」を原則としています。
介護保険からの給付額は20万円が上限で、利用者は１割（ま
たは２割か３割）を負担します。要支援、要介護の区分に関係あ
りません。要介護状態が悪化して3段階以上上がった場合や転居
した場合には、再度20万円までの支給限度基準額（P.44参照）
が設定されます。

住宅改修にかかる給付費は年間約400億円程度を推移し、利用
者の約8割が要介護2以下の人となっています。住宅改修は他の
介護サービスとは異なり、指定事業者の制度がありません。その
ため、事業者は玉石混交で、技術や施工の水準の差が広がってい
ます。保険者が行ったアンケートでは、保険者の６割以上が住宅
改修事業者に従業員の専門知識やスキルと質の高い工事の実施を
求めていることが分かりました。このことから住宅改修は、事業
者の専門知識とスキルを向上させることで差別化が可能なサービ
スになると考えられます。

改修額の9割を支給

償還払い
利用者が費用の全額
をいったん支払い、
その後、自治体から
自己負担割合に応じ
て払い戻されるしく
み。

専門知識とスキルによって差別化が可能な住宅改修

保険者
保険事業の運営者の
こと。介護保険の場
合、全国の市町村と
特別区（東京23区）。

自宅の環境を整えることで支援する

住み慣れた自宅で暮らし続けるために
「住宅改修」
居宅サービスの利用者が、住み慣れた自宅で生活が続けられるように、住宅
の改修を行う介護保険サービスです。利用者だけではなく、周りで支える家
族や専門職種の意見も踏まえて行います。
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住宅改修のしくみ

介護保険給付の対象となる住宅改修

種類 備考

①手すりの取り付け

●「玄関から道路までの通路」も対象に含まれる
②段差の解消

③床または通路面の材料の変更
（滑り防止、および移動の円滑化
などのため）

④扉の取り替え（引き戸などへ）

●開き戸を引き戸、折り戸、アコーディオンカーテンなどに取り替
えるといった扉全体の取り替えのほか、扉の撤去やドアノブの変
更、戸車の設置なども含まれる

●引き戸などへの扉の取り替えに合わせて、自動ドアとした場合は、
自動ドアの動力部分の設置は、住宅改修の支給対象とならない

●新設する場合でも、改修に比べ安価にできる場合は対象となる

⑤便器の取り替え（洋式便器な
どへ） ●便器の位置・向きの変更も対象となる

⑥①から⑤の住宅改修に付帯し
て必要となる住宅改修

●手すりの取り付けのための壁の下地補強
●浴室の床の段差解消や、便器の取り替えに伴う給排水設備工事
●床材の変更のための下地補修、根太の補強  など

居宅介護支援事業所
地域包括支援センター

施工業者
（工務店など）

市町村（保険者）

契約

申請
助言

相談

見積もり

工事費用の支払
（全額）

保険給付分
７～９割支給

介護保険で利用できる
上限は20万円

うち、利用者自己負担は
1～3割

要介護者

要支援者
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高齢者は、加齢に伴い、噛んだり、飲みこんだりする機能が衰
えます。また、買い物や調理が面倒になるなど、食事そのものへ
の関心が薄れ、食生活が単調になってしまう・食事の回数が減る
などといった傾向が現れてきます。高齢者はこのような状況から、
低栄養状態になりやすく、フレイル（P.120参照）の要因にもな
ります。
在宅高齢者の食に関わるサービスには、「食材」を配達するサ
ービスと「食事」を提供する配食サービスがあります。配食され
る食事には「普通食」や、減塩食などの「療養食」、飲み込みや
すい食事の「介護食」という食事形態があります。また、店頭で
販売されている高齢者向け食材には、農林水産省が食品の範囲を
整理し、「スマイルケア食」として表示したものもあります。

一方、介護施設などで提供される食事は、疾病や利用者の身体
状況によって食事の内容や提供形態が異なります。食事形態では、
食事を細かくきざんだ「きざみ食」、やわらかく飲み込みやすく
加工した「ソフト食」、食事をミキサーにかけ飲み込みやすくし
た「ミキサー食」や「ゼリー食」があります。いずれも噛む力が
弱くなり、飲み込む際に誤

ご
嚥
えん
しないための食事形態です。

高齢者向けの食事は、管理栄養士、調理師のみならず医師、歯
科医師、歯科衛生士、介護関係者など、様々な分野の専門家が集
まって、噛むこと、食べることの楽しさを検討しながらレシピを
検討していくことが差別化のポイントと考えられます。近年では
食べやすく、おいしい介護スイーツも登場しています。

高齢者の食生活の特徴と介護食品

低栄養状態　
身体に必要なたんぱ
く質、エネルギーが
不足して、健康な体
を維持することが難
しい状態。

療養食
病気療養中の人に適
した食事。糖尿病、
腎臓病、心臓病、高
血圧、肝臓病などの
療養食がある。

スマイルケア食
各業界団体が独自に
つくっていた高齢者
向け食品規格を農水
省が統一したもの。

介護施設での高齢者の食事形態

誤嚥　
唾液や食べ物を飲み
込むときに、誤って
気管に入ってしまう
こと。加齢によって
噛む力が弱くなった
り、舌を動かす筋肉
が衰えたりすること
で、食べ物を飲み込
む嚥下機能が低下す
るために起きる。

食に関するビジネス

健康と食べる楽しさを提供する
高齢者向け食材や食事の開発、宅配サービスは利用者が年々拡大している成
長マーケットです。企業間の競争も激しくなっており、新規参入するには高
齢者の食に関する知識はもちろん、おいしさや食べやすさも重要です。
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「在宅高齢者の食に関するサービス利用について」のアンケート結果

スマイルケア食（新しい介護食品）の選び方

飲み込みが
困難

噛むことが
困難

栄養に問題

出典：	三菱	UFJ	リサーチ＆コンサルティング
	 「平成	25	年度農林水産省委託調査、高齢者向け食品・食事提供サービス等実態調査事業報告書」

出典：	農林水産省ホームページ「スマイルケア食（新しい介護食品）『早見表』」より

食事に関する
悩みがある

最近食べる量が
少なくなった、

または、
体重が減った

飲み込みに
問題がある

噛むことに
問題がある

はいはい

はい
はい

いいえ

いいえ

相談

容
易
に
噛
め
る
食
品

︵
例
：
焼
き
豆
腐
︶

歯
ぐ
き
で
つ
ぶ
せ
る
食
品

︵
例
：
も
め
ん
豆
腐
︶

噛
ま
な
く
て
よ
い
食
品

︵
例:

つ
ぶ
の
あ
る
ペ
ー
ス
ト
食
︶

舌
で
つ
ぶ
せ
る
食
品

︵
例
：
き
ぬ
ご
し
豆
腐
︶

少
し
そ
し
ゃ
く
し
て

飲
み
込
め
る
性
状
の
も
の

口
の
中
で
少
し
つ
ぶ
し
て

飲
み
込
め
る
性
状
の
も
の

そ
の
ま
ま

飲
み
込
め
る
性
状
の
も
の

相談

・医師
・歯科医師
・管理栄養士　など

・医師
・歯科医師
・管理栄養士　など

形態 サービスを選んだ理由

食材配達サービス

・買い物の手間が省けるから
・買い物が身体的に困難だから
・買い物を担う家族、ヘルパーなどの負担が減るから
・安全性の高い食材を購入できるから

配
食
サ
ー
ビ
ス

普通食
介護食
療養食

・栄養バランスのある食事がとれるから
・買い物、調理が身体的に困難だから
・買い物、調理を担う家族、ヘルパーなどの負担が減るから
・味やメニューのバリエーションが豊富だから
・減塩やカロリー制限など、治療・療養・生活改善などに対応しているから
・見守り、声かけなどのサービスが付いているから
・安全性の高い食材を使用しているから
・とろみがついていたり、きざんであったりと、食べやすさに配慮されてい
るから
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仕事が原因で、従業員がけがをしたり、病気になったりするこ
とを労災事故といいます。中央労働災害防止協会が公表している
「労働災害分析データ」（2019年）によると、社会福祉施設にお
ける労働災害発生件数は年間約１万件を超えています。労災事故
は大きく腰痛や転倒などの「身体的なもの」と、うつ病や統合失
調症などの「精神的なもの」に分けられます。
介護現場では、利用者の移動・移乗・排泄・入浴・食事などの
介助の繰り返し動作が多いため、介護職員に高い確率で腰痛が発
生することが問題となっています。その理由のひとつとして、介
護職員の高齢化が挙げられています。

介護労働における腰痛や転倒は、「動作の反動や無理な動作」
が大きな原因といわれ、厚生労働省では「職場における腰痛予防
対策指針」（2013年）において福祉用具（介護リフトやスライデ
ィングシート・ボード）などの活用を推奨しています。また、近
年では空気圧やゴム素材を使用し、腰だけでなく体全体をアシス
トする機器やサポーターなどが製品として登場しています。介護
現場においては、「簡単に装着できること」「軽さとスリムさ」「価
格の安さ」を満たした製品が求められています。
腰痛予防製品は介護現場に関わらず、物流、製造、農業、林業
などの作業現場でも利用が想定されることから、この市場の成長
率は高いと予想されます。

介護労働における労働災害

中央労働災害防止協
会
労働災害防止団体法
に基づき、厚生労働
大臣の認可により設
立された公益法人。
労働災害防止活動の
促進を通じて、安全
衛生の向上を図って
いる。

腰痛予防に関する周辺ビジネス

介護リフト
ベッド上から車いす
への移乗などの際に、
利用者の体を持ち上
げて移動する目的で
使用される機器。

スライディングシー
ト・ボード
体位変換や移動・移
乗の際に利用者の体
を持ち上げずにすべ
らせることで介助者
の負担を軽減する機
器。

介護労働における労働災害

介護職員の多くが抱える
腰痛のリスク
介護サービスは、ベッドから車いすへの移乗、トイレへの誘導、入浴の介助
などを繰り返し行います。介護職員は技術を身に付けていたとしても、負担
は蓄積されます。仕事が原因でけがや事故にならないような工夫が必要です。
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介護施設における労働事故の内容と発生年齢

介護施設での事故の内容の内訳 (2014～2019年 )

■介護職員の平均年齢 ■介護施設における労働事故の
　年齢別発生状況 (2014～2019年 )職種 平均年齢

訪問介護員 48.8歳

介護職員 53.7歳

看護職員 44.6歳

ケアマネジャー 51.9歳

生活相談員 51.2歳

19歳以下　１％
20～29歳

10％

30～39歳
13％

40～49歳
20％

50～59歳
28％

60歳以上
28％

動作の反動・
無理な動作
（腰痛など）

34％

転倒
33％

交通事故（道路）
6％

墜落・転落　6％

激突　5％

その他
16％

基本的な腰痛予防対策
①	原則、人力のみで利用者の抱
え上げは行わない

②	福祉用具を活用
・	スライディングボード
・	スライディングシート
・	リフト
・	腰痛予防アシストスーツ※
　　など

※	空気圧を利用したものや、ゴム素材を使用
したもので、体に装着し腰の負担を軽減す
るもの

介護職員の高齢化も
事故の原因と
考えられます

出典：	中央労働災害防止協会「労働災害分析データ」	2020、
	 公益財団法人介護労働安定センター「介護労働の現状について」	2019、	
	 「介護労働実態調査の結果と特徴」令和元年度著者改編
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